
平成29年度 事業運営計画 

平成29年7月 

【行内用】 



①資源分野：我が国企業の資源ビジネスの支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 10件 1

定性

石油：百万バレル/年

天然ガス：百万トン/年

銅鉱石(銅純分ベース)：千トン/年

鉄鉱石：百万トン/年

石炭：百万トン/年

取組全体指標平均点 1.0

（重点取組課題）
1）資源の調達先の分散や安定確保に資する案件の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

先端技術活用プロジェクト・総合的な資源開
発プロジェクトへの対応や、対外交渉力等の
発揮を通じて、出融資保証等承諾を行った
資源プロジェクト数

定量2 4件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

〇各部門の部門別年間事業計画参照（概要以下）
・サムライ債発行支援を契機とした原油調達多角化・権益取得実現等に向
け、継続協議（墨エネルギー省、PEMEX）。
・本邦企業の鉱物・エネルギー資源権益取得等を目的に資源国や資源メ
ジャー等と継続協議（アブダビ首長国、ADNOC、コデルコ、Vale、Rio Tinto
等）。
・ロシアLNG案件の形成支援（ガスプロム、ノバテック）。
・天然ガス新規需要開拓ビジネスの形成支援（南アジア）。
・海洋資源開発にかかるFPSO等の船舶運航事業に係る技術・経営ノウハウ
の獲得・向上を通じて資源の確保や安定供給に間接的に寄与する案件とし
て、FPSO案件、FSRU案件等の案件形成支援を実施。

評価平均点 0.7

●ホスト国政府・国営石油ガス会社・資源メジャー等との交渉力やリスク・コントロール／アロケーションの知見を活用し、資源国のカントリーリスク・テイクを行いつつ、案件形成・実現を支援。また、先端技術を活かした
資源開発や、関連インフラと併せた総合的な資源開発を支援。

評価指標

我が国企業による資源権益取得、引取、販売権
取得に資する事業等に対する出融資保証等承
諾案件数

上記承諾案件への取組に係る質的評価

上記の承諾案件による我が国の石油、天然ガ
ス、銅鉱石、鉄鉱石、石炭新規権益取得・引取量

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ



2）LNG調達コスト低減に資する案件の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ出融資保証等承
諾を行った、我が国のLNG調達価格低減に
資するLNG関連プロジェクト数

定量2 1件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

〇各部門の部門別年間事業計画参照（概要以下）
・米／Jordan Cove LNG及びLNGカナダ案件につき、タームシート交渉及び融
資交渉を推進。
・モザンビーク・エリア1LNG案件（大型PF案件）について今年度末までのター
ムシート合意を目指してスポンサーと継続協議。

評価平均点 0.7

重点取組指標平均点 0.7

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D 0.67

●LNGについては、上記１）の具体的取組に加え、長期的なLNG調達価格低減に資する案件の形成・実現を支援。

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・南西アジアの高リスク国において本邦企業が関与するLNG・気化ガス販売やLNG受入基地建設・運営等、LNGの流動性向上に資するガスバリューチェーンに係る取組みにつき、地場金融機関や国際機関とのタ
イアップも含む戦略的な案件形成を実施（格付け次第で特別業務勘定の活用も視野）。
・アフリカのエネルギー・鉱物資源分野における本邦企業のニーズを確認しつつ、政府及び政府機関等との関係を強化することで案件形成を支援。



②インフラ分野：我が国企業のインフラ海外展開の多様化・高度化への支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 13件 1

定性

取組全体指標平均点 1.0

（重点取組課題）
1）社会インフラ案件（鉄道、水、情報通信等）への取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ出融資保証等承
諾により支援を行った、社会インフラシステ
ム・プロジェクト数

定量2 3件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

〇各部門の部門別年間事業計画参照（概要以下）
・各国社会インフラ案件の実現に向け、ホスト国政府や関係機関等への直接
的な働きかけを通じ、上流からの案件形成支援を検討・実施（米・テキサス高
速鉄道案件に係る案件形成審実施とその後のDD着手及び馬星高速鉄道案
件に係るファイナンススキーム構築を含む入札支援実施）。
・３カ国（日本、タイ、緬）政府との連携に基づき、ダウェイＳＰＶの活動を再開
の上、日本企業のニーズ等を踏まえた活動を推進。

評価平均点 0.7

評価指標

我が国企業のインフラ海外展開案件に対する出
融資保証等承諾案件数

上記案件への取組に係る質的評価

●社会インフラセクターにおいて、ホスト国政府等との密接な関係や海外キープレーヤーとの交渉力を活かし、初期段階からの事業参画の枠組み整備・案件形成への関与を進めるとともに、リスク・コントロール／アロ
ケーションの知見や様々な金融ツールを活用することにより、我が国企業によるインフラシステム展開等を支援。



②インフラ分野：我が国企業のインフラ海外展開の多様化・高度化への支援推進

2）電力案件の円滑な実現への取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ、従来の国・地
域、手法の枠を超えて出融資保証等承諾を
行った、高効率発電・再生可能エネルギー
発電等のプロジェクト数

定量2 5件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

〇各部門の部門別年間事業計画参照（概要以下）
・緬等特別勘定も想定したｿﾌﾞﾘﾝﾍﾞｰｽの電力案件形成、越における政府保証
のない電力系公社等ﾘｽｸﾍﾞｰｽのB/Cの検討、PLNに対するｸﾚｼﾞｯﾄﾗｲﾝの設
定、泰及びﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞにおけるIGCC導入支援、伯におけるｶﾞｽ・ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ・ｻｲｸﾙ
発電事業受注支援のための初の輸出PF検討。
・英国原子力案件における日英政府機関ｻﾎﾟｰﾄの大枠合意、ﾄﾙｺ原子力案件
におけるFS完了支援。
・政府や関係機関への働きかけを通じた案件形成支援（ｸｳｪｰﾄAZN2 IWPP、
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱIPP全般､英国Moray Firth、ﾓﾛｯｺ/Taza風力発電、尼/JAWA1・ﾗﾝ
ﾀｳﾃﾞﾀｯﾌﾟ、ｽﾘﾗﾝｶ/ｹﾗﾜﾗﾋﾟﾃｨﾔ）。

評価平均点 0.7

重点取組指標平均点 0.7

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D 0.67

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・原発案件の本格的な審査・承諾を見据え、適切なリスクシェアを含む案件スキームの構築、行内態勢・安全確認分担等を検討。
・新金融メニュー等（現地通貨与信、プロジェクトボンド、イスラム金融、新たな民間資金動員策等）について、対象国・スキームを絞りつつ、具体的な検討・準備を進める。
・アフリカ向けインフラ事業・機器輸出等（海外日系企業からの輸出等を含む）について、貿易金融、ローカルバイクレの活用も含め、候補国・機関を絞って営業活動を推進（国担当部と連携）。

●ホスト国政府や海外キープレーヤー等に対する影響力やリスク・コントロール／アロケーションの知見、様々な金融ツールを活用し、高効率発電や再生可能エネルギー発電分野等において、従来の国・地域、手法の
枠を超えて、我が国企業の先端技術の海外展開や個別プロジェクト参画を支援。



③産業分野：世界市場における我が国産業の優位性強化・成長機会の拡大に向けた支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 33件 1

定量1 10件 1

定性

取組全体指標平均点 1.0

（注：①②及び④の分野にて計上する案件を除く）

1）我が国の経済基盤を支える各種産業の海外事業展開に対する支援の強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

企業の戦略策定段階からの関与や、海外リ
スクテイクの強化等を通じて、出融資保証等
承諾により支援を行った事業数

定量2 4件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

〇各部門の部門別年間事業計画参照（概要以下）
・PPVへの出資金払込み、事業開始に向け、緬政府との連携に基づき、日本
企業のニーズ等を踏まえた支援を推進。
・本行主導にて川上段階からの案件形成を継続的に実施（緬ハウジング事業
等）。
・本邦企業のニーズを汲む形でソリューションとなる提案を行い、企業の戦略
策定段階からの案件形成・輸出商談支援を実施（必要に応じ他部門との効果
的協働・業界団体（日機輸等）との連携を行い、本行の持つ機能・ネットワー
クを十分活用）。

評価平均点 0.7

評価指標

我が国企業による海外事業展開を支援する出融
資保証等承諾案件数

我が国企業による輸出取引に対する出融資保
証等承諾案件数

上記案件への取組に係る質的評価

（重点取組課題）

●企業の戦略策定段階からのコミュニケーションや、海外リスクテイクの強化等を通じ、我が国の経済基盤を支える各種産業の海外事業投資を通じた収益機会の更なる獲得を支援。



2）我が国の競争優位にある技術・ビジネスモデル等の海外展開支援を通じた成長産業化への貢献

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

出融資保証等承諾により支援を行った、将
来の成長産業育成に資する事業数

定量2 1件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

〇各部門の部門別年間事業計画参照（概要以下）
・トルコ病院PPP案件におけるソリューション型案件形成支援取組を活用の
上、医療や農業等食分野（含GFVC）、先端技術などの分野について、企業・
政府・業界団体等との協力関係（プラットフォームの共同組成を含む）を強化
し、H30年度に向けた有力案件候補をソーシング。
・航空機（MRJ）輸出案件実現に向け関係者と協議しつつ、具体的な制度設
計等を推進。

評価平均点 0.7

重点取組指標平均点 0.7

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D 0.67

●我が国企業が有する技術、ブランド、ビジネスモデル等の強みを活かして、海外市場における商業化や市場獲得等を通じて成長産業へと発展する成長シナリオの実現を支援。

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・本邦業界・企業とのRMにて特別業務・出資の候補案件発掘を意識し､具体的案件形成に繋げるよう注力｡
・なお、「30年度以降」との観点では、来年6月末のファシリティ期限延長がない場合も想定した本邦企業顧客支援の在り方の見直しが、今後、本行内で十分議論を尽くした上で経営判断を行うべき最重要課題。
・その際の論点としては、本行与信ポートフォリオ構成、金融危機発生時円滑対応のための顧客関係維持、企業の目利きができる人材の育成、民業補完関連再整理といった組織的な諸観点が挙げられるが、これ
らに加え、特別業務・出資の推進を含めた本邦企業顧客との総合的関係強化の必要性の観点、更には国内コーポレート与信を通じた関係強化の活用の必要性の観点も重要。
・航空機輸入保証制度では民業補完の観点からカバー範囲柔軟化を具体的案件で実施。



④中堅・中小企業の海外展開支援

I．全体指標
（重点取組課題）
1）中堅・中小企業の海外展開に対するJBICの特徴を活かした支援

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

中堅・中小企業向け出融資保証等承諾案件数 定量1 80件 1

上記のうち、地域金融機関と連携した案件数
ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

#REF!

中堅・中小企業及び民間金融機関を対象とした
中堅・中小企業の海外展開支援セミナー・研修
会等の数

定量3 68件 #REF! #REF!

上記取組に係る質的評価 定性

支援した中堅・中小企業の数
ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

#REF!

取組全体指標平均点 #REF!

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #REF! #REF!

●民間金融機関とも協調しつつ、中堅・中小企業のニーズ（現地通貨建融資等）を踏まえ、中堅・中小企業の海外事業展開を通じた収益機会獲得をJBICの特徴を活かして支援（出融資保証等承諾の他、融資相談・情報
提供を含む） 。



⑤気候変動対策を含む地球環境保全への積極的貢献

I．全体指標
（重点取組課題）
1）気候変動対策を含む地球環境保全に資するプロジェクトへの取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

環境関連案件（再生可能エネルギー、省エネル
ギー、高効率発電を含む）に対する出融資保証
等承諾案件数

定量1 6件 #####

上記案件への取組に係る質的評価 定性

新規出融資保証等承諾案件による出融資保証
等の期間における温室効果ガスの排出削減見
込量（CO2換算）

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

0万トン

取組全体指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

●国際的な議論や、我が国やホスト国政府等の当該分野の政策を踏まえ、ホスト国政府に対する影響力やリスク・コントロール／アロケーションの知見を活かしつつ、地球環境保全業務（GREEN）その他様々な金融種類
を活用することにより、気候変動対策を含む地球環境保全分野における我が国企業やホスト国政府等の取組を支援。



⑥特別業務による海外の社会資本整備に関する事業の支援強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）特別業務による海外の社会資本整備に関する事業の支援強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

特別業務による社会資本整備に関する事業に対
する出融資保証等承諾案件数

定量2 4件 1

上記案件への取組に係る質的評価 定性

取組全体指標平均点 1.0

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D 0.7

●改正法に基づき2016年10月より新たに開始した「特別業務」を活用し、ホスト国政府との対話等を通じたリスクコントロール及び関係当事者との適切なリスクシェアを行いつつ、更なるリスクテイクを通じ、海外の社会資
本整備に関する事業を一層支援。

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・特別業務勘定を活用した資金供与を通じ、本邦企業の亜国インフラ分野への本格参入を促し、本邦企業のインフラ輸出の実現を支援するもの。
・本邦企業のアフリカインフラ関連輸出について特別業務勘定を活用した案件形成支援の実施。
・既に承諾に向けてフォローしている特別業務候補案件への着実な取組みに加え、更なる候補案件発掘のための特別業務タスクフォース（仮称）を早期に立ち上げる。目標対象国（最大５か国程度）及び目標とす
るセクター、リスクテイクの内容等を実務的に実現可能な観点から絞り込み（方針設定）、候補案件発掘を効果的に実施。左記方針設定の際は、業務企画室等と協議し、活動状況は定期的に経営層に報告。



⑦出資によるリスクマネー供給強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）出資によるリスクマネー供給強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

出資案件の承諾案件数 定量2 7件 1

上記案件への取組に係る質的評価 定性

取組全体指標平均点 1.0

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D 0.7

●2016年10月より新たに設置した「エクイティファイナンス部門」の下、出資業務に係る機能を集約してノウハウ蓄積・専門性強化を図り、戦略的な出資業務展開を可能とするための体制整備を進めつつ、出資を通じたリ
スクマネーの供給を強化

・株式会社経営共創基盤（IGPI）との間で設立したGP機能を担う㈱JBIC IG Partners（以下「JBIC IG」という。）と“JBICグループ”として協働する。具体的には、ストラクチャー、対象地域・セクター等を具体化し、本行
及びIGPIが有する国内外の投資プレイヤーとのネットワークを生かして、RDIFとの間で現在設立の検討を進めているRussia-Japan Investment Fund（RJIF)以降の後続ファンド組成を進めることを通じ、新たな付加
価値の創出を図っていく。
・RJIFについては、JBIC IGと連携しつつパイプライン案件の開拓を進める。また、JBIC IGが円滑に業務を開始できるよう、パイプライン案件のdue diligence等の案件組成を先行して実施する。



⑧民間金融機関等との連携強化を通じた民間資金動員の拡充

I．全体指標
（重点取組課題）
1）民間資金動員の更なる拡充

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

海外リスク案件（但し、輸出案件及びソヴリン案
件等を除く）のうち、将来の流動化を念頭に融資
組成を行った案件の割合

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

債権流動化による民間資金動員拡充施策の着
実な実施と、これを踏まえた課題の抽出・追加施
策の要否検討

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:流動化実施に係るルール等の整備、投資家アペタイトの深掘り調査と信
託スキームやポートフォリオ型等の流動化スキーム高度化に係る検討

H28:ポートフォリオ型流動化の机上分析の実施と、投資家のアペタイトを踏ま
えた高度化スキームによる流動化の実施可能性の検討・実施。流動化推進
のための態勢検討。

H29:高度化スキームを含めた流動化実施態勢の構築完了、課題抽出・追加
施策の要否検討

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

本行出融資保証等承諾案件による民間資金動
員額（レバレッジ比率）

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

リスクマネーの供給を行った案件の承諾額
ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

民間資金動員促進のための施策の検討・実施
ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:多様な金融ツール活用、リスクマネー供給促進を通じた民間資金動員策
の検討

H28:リスクマネー供給拡充策の検討及び策定（出資・劣後ローン・LBOファイ
ナンス等）

H29:ソフト・ミニパーム・ローン等の多様な金融ツール活用による、リスクマ
ネー供給等を通じた民間資金動員手法の拡充実現と、課題抽出・追加施策
の要否検討。特別業務及び出資業務の案件組成強化並びに産業分野にお
ける本行ファイナンスの活用強化・新展開に資する施策の検討。

●債権流動化施策推進に向けた追加的な取組

●出資・劣後ローン・LBOファイナンス等によるリスクマネー供給等を通じた民間資金動員



⑧民間金融機関等との連携強化を通じた民間資金動員の拡充

I．全体指標
（重点取組課題）

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対象協調融資案件のうち、本行の融資割合が協
調融資割合の上限と一致又は近似している案件
の比率

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

適切な協調融資組成の更なる推進のための施
策の検討・実施

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:協調融資割合の適正化及び民間資金動員の推進に向けた資金計画審
査目線の行内共有の推進。当年度に承諾した融資案件の協調融資割合の
適切性や民間金融機関の与信姿勢のレビューと、これらを踏まえたH28民業
補完の適正化策の策定
H28:協融実績や民間金融機関の与信姿勢の継続レビュー、「適切な協調融
資の割合に関する指針」の精緻化及び民業補完適正化策の更新・実施
H29:全社的なリスク管理態勢の強化の検討結果等を織り込んだ、資金計画
審査目線の更なる高度化と行内共有の継続推進。協融実績や民間金融機
関の与信姿勢の継続レビューと、民業補完適正化策の更新・実施。

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #DIV/0! #####

●外部金融環境の変化や個別案件の特性に応じた適切な協調融資組成の更なる推進



⑨リスク管理態勢の充実化と財務安定性の維持・強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）新たなリスクプロファイル業務のリスク管理の充実化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

新たなリスクプロファイル業務（例：出資、LBO
ファイナンス、中堅・中小企業向け融資等）開発
に係るリスク管理の充実化

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①新たなリスクプロファイル業務のリスク管理態勢の検討・実施、②出資
の為替リスクヘッジにかかるベストプラクティスの調査・検討。
H28:①特別業務勘定設置及び特別業務実施も踏まえた新たなリスクプロファ
イル業務のリスク管理態勢の検討・実施の継続、拡充、②出資の為替リスク
ヘッジ策の対応方針を決定し、内規・マニュアル等を制定。
H29:①新たなリスクプロファイル業務のリスク管理態勢の検討・実施の継続、
拡充、②出資の為替リスクヘッジ策の実行及び効果分析等を踏まえた継続
検討事項（ヘッジ開始のタイミング・方法等）の整理。

審査手法の高度化
ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:審査基準の精緻化（PF案件のｽﾄﾚｽ油価前提の統一）、環境審査の専門
性強化・分析深化(通期、H27は分野別審査体制導入)、外国地公体の審査能
力強化（試行的審査(通期)）の実施。
H28:PF案件審査の体系化(ﾏﾆｭｱﾙ及び営業調書ﾌｫｰﾑの策定等)。H27の調
査に基づく外国地公体のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ見直し。
H29:①ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ手法の高度化（予兆管理体制の構築、ｽﾄﾚｽﾃｽﾄの精度向上
等に資するPF案件CFﾓﾃﾞﾙ更新やｿﾌﾞﾘﾝ格下げ判定への定量格付ﾓﾃﾞﾙ活用
等）、②外国地公体の審査手法確立に向けた取組（試行審査結果ﾚﾋﾞｭｰ及び
初期的格付ﾓﾃﾞﾙ案策定）、③格付手法の見直し（PF案件・地場銀）、④環境
審査の質向上及び体制強化（原発・尼国案件への対応）の実施。

2）更なるリスクマネー供給等を可能とする採算分析・全社的なリスク管理態勢の充実化と財務安定性の維持・強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

更なるリスクマネー供給等を可能とする採算分
析・全社的リスク管理態勢の強化

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①ﾘｽｸ分析の課題抽出と基礎ﾃﾞｰﾀ整備検討、②ﾘｽｸﾏﾈｰ供給等に係る
業務展開の「影響分析」実施につきﾘｽｸ・採算分析の基礎ﾃﾞｰﾀ充実化検討。
H28:①ﾘｽｸ分析ﾂｰﾙ検討・策定（部門別ﾘｽｸ量計測、ﾄｯﾌﾟﾘｽｸ特定、間接与信
関連情報等報告、複数年ｽﾄﾚｽﾃｽﾄ導入等）、②「影響分析」実施のための分
析手法精緻化検討、採算分析充実化追加実施（Lｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ分析における償還
分・新規分比較、H28業務純益見込策定、中長期採算分析充実化等）。
H29:①ﾘｽｸ分析実施（割当可能資本再整理及び金融庁通知事項対応等）、②
「影響分析」実施。あわせてﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄに与える影響を推計。次期中計策定補
完、経営の参考となる分析提供の観点で作成。

経理体制・財務運営の一層の安定化・充実化
ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①四半期決算・月次報告に向け､内容及びその実現可能性を調査。③
IFRS初度適用の着実な実施を通じた継続的作成体制の構築検討。④安定し
たﾍｯｼﾞｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝに向けCSA精緻化等課題を調査。
H28:①「新」月次報告（発生ﾍﾞｰｽの業務純益（概算）への変更等）開始。②区
分経理の態勢構築。③IFRS作成体制の安定化・充実化のため、業務委託先
の複数年調達実施。④安定したﾍｯｼﾞｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝに向け、CSA日次化のため事
務ｱｳﾄｿｰｽを開始、ｽﾜｯﾌﾟ時価評価高度化に係るｼｽﾃﾑ改修を開始。
H29:②区分経理に基づく決算等の着実な実施。③平成30年度決算からの
IFRS第9号導入の論点整理・事前作業の実施。④ｽﾜｯﾌﾟ時価評価高度化に係
るｼｽﾃﾑ改修を完了。⑤連結決算導入に向けた態勢整備を実施。

●新たなリスクプロファイル業務（例：出資、LBOファイナンス、中堅・中小企業向け融資等）開発に係るリスク管理の充実化
●審査手法の高度化

●更なるリスクマネー供給等を可能とする採算分析・全社的リスク管理態勢の強化
●経理体制・財務運営の一層の安定化・充実化



⑨リスク管理態勢の充実化と財務安定性の維持・強化

I．全体指標
（重点取組課題）

3）特別業務勘定におけるリスク管理態勢の構築・充実化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

特別業務勘定におけるリスク管理態勢の構築・
充実化

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H28:①特別業務勘定設置及び特別業務開始を踏まえたリスク管理態勢の構
築（内規等の整備、運営体制構築、リスク管理に係る調査等）、②新たなﾘｽｸ
ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙにつき検討を要する案件(原発、鉄道等)について、関係部と連携し
つつ論点整理及びﾘｽｸｺﾝﾄﾛｰﾙ策の検討を実施し、案件形成を支援。また、
特別業務の特性を踏まえた期中ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ手法等にかかるﾘｽｸ管理態勢を企
画・管理部門と共に構築する。
H29:①特別業務の具体的な案件積み上がりやポートフォリオの状況等を踏ま
えたリスク管理態勢の整備・充実化（特別業務の特性を勘案したリスク計量
化及びストレステスト等）、②新ﾘｽｸに係る審査手法の調査継続・深化、並び
に関係部と一体での案件形成支援継続。また、具体的な案件の積み上がり
状況等を踏まえ、上記方針に基づくﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施。

4）大規模災害等の危機管理対応態勢（業務継続態勢）の充実化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

BCPに関する着実な取組
ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①西日本オフィス職員による安否確認態勢・特A業務実行態勢の確立、
BUCのシステム利用環境の強化、本店災対本部態勢の確立、BUO調達完
了、②:BUC利用環境強化・出張PC機能拡充等に係るシステム構築の完了及
びこれに伴うIT-BCP改定
H28:①BUCを活用した本店職員による最低限のA業務実行態勢を竹橋合同
ビルにて確立、BUO災対本部態勢の確立、②H28:BUO関連のシステム構築
の完了及びこれに伴うIT-BCP改定
H29:①BUCを活用した本店職員による最低限のA業務実行態勢をBUOにお
いて確立、②BUO・BUCを活用した態勢の確立及びこれに伴うIT-BCP改定

5）コンプライアンス態勢の充実化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

コンプライアンス態勢充実化に向けた具体的取
組

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①H27コンプライアンス・プログラムの着実な実施、特に重大事案事例概
要の行内共有を通じた再発防止の徹底、金融商品取引法態勢整備及び法令
遵守に係るアセスメントの検討・実施②重大事案の対外公表基準の検討・策
定及び重大事案の対外対応マニュアルの検討・策定
H28:H27実施のアセスメント結果を踏まえた法令遵守の課題への対応（ハラス
メント研修の強化を含む）及び事故等報告手続の効率化の検討・実施並びに
再発防止策の類型化の検討
H29:再発防止策の類型化の実施並びに重大事案の低減に力点を置きつつ
前年度までの取組に係る効果検証の検討・実施

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #DIV/0! #####

●コンプライアンス態勢充実化に向けた具体的取組

●BCPに関する着実な取組

●特別業務の事業規模や、特別業務が専ら社会資本整備に関する事業を対象とするものであること等を考慮しつつ、特別業務勘定の自己資本の規模を踏まえた勘定別のリスク管理態勢を構築するとともに、その内容
の充実化を継続的に図る。



⑩組織力向上に向けた人材開発強化等

I．全体指標
（重点取組課題）
1）人材育成・開発強化に向けた施策の実施等

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

人材育成・開発強化に向けた体制・枠組みの整
備とその着実な運用

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:各バンド職員の人材育成審議・協議枠組みを創設。枠組みに基づき、全
マネジメントバンド職員、マネージャーバンド職員の半分、業務コア・担当バン
ド職員の1/3の育成方針を年度中に審議・協議。
H28:当年度中の策定が目標とされる「人事制度の再整理に関する基本方針」
を踏まえ、積み残しとなった人材育成審議・協議枠組みの詳細・運用方法を
策定/決定する。
H29:H29/1/24付「人材開発制度の見直しに関する基本方針」に基づく職員説
明に加え「コース」及び「業務分野」における希望調査を実施。また、制度の本
格運用に先駆け、人材育成審議・協議を実施。

人材要件とのリンケージを念頭に置いた研修制
度・運用の見直し

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:各バンドの人材要件をその強化ポイントを明確化する形で概念整理し、
特に業務コアバンドについては財務分析・金融法務・英語についての到達水
準を設定。管理職層についてはソフトスキル（マネジメント、リーダーシップ等）
強化研修の検討。それを含んだ研修体系の再整理と次年度以降の研修計画
への反映。
H28: H28/3/23付人材開発強化方針の施策を着実に実施。人事制度の再整
理に関する基本方針の策定。当該基本方針を踏まえた研修体系の整理。
H29:H28/3/23付人材開発強化方針の施策の継続実施。

外部出向・海外経験機会の拡充状況
ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

2）組織力向上に向けての人事評価及び昇格制度・運用の見直し

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

組織能力向上に向けての人事評価及び昇格制
度・運用の見直しとそのモニタリング

定性

想定分布割合（E:5%、S:20%、A+:50%、A:20%、B:5%）に厳格に基づく総合評価を
実践。

●キャリアビジョン展望の不透明感解消に向け、総合職の各バンドに求められる人材イメージを再整理・明確化
●管理職の人材育成マインドの向上策の推進
●職員の基礎能力を更に向上させるための施策や人材要件とリンクした各種研修の実施・拡充
●外部出向・海外経験機会の拡充

●職員の意欲を引き出す観点から、組織・業務への貢献を適切に評価し、総合職人事制度の趣旨に沿う形で評価・昇格制度を厳格・厳正に運用
●人材の適性に応じた活躍の場を提供する観点から、マネージャーバンドの役割領域を柔軟化し、スタッフ職としても貢献できる制度を導入
●業務コアバンドにおける考査役（仮称）制度の導入



⑩組織力向上に向けた人材開発強化等

I．全体指標
（重点取組課題）
3）ダイバーシティ推進計画の着実な実施

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

ダイバーシティ推進計画の着実な実施
ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①本計画における27年度開始予定施策の実行。②在宅勤務に係るシス
テム整備（在宅用PC調達（管理職用）・出張PC機能拡充）・WEB会議システム
導入の完了及び休業中職員へのPC貸与の開始。

H28:①本計画における28年度開始予定施策の実行。本計画の進捗状況レ
ビュー、H29年度実施予定施策の決定も含めた計画見直し等。②在宅勤務に
係るシステム整備（在宅用PC調達（非管理職用））の完了。

H29:①前年度に決定した実施予定施策の実行。本計画の実施状況レビュー
を行い、その結果を踏まえ必要に応じて計画見直しを行う。本計画期間満了
後の取組み方針につき、「働き方改革」の流れを踏まえ決定。

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #DIV/0! #####

●ダイバーシティ推進計画の着実な実施



⑪組織運営及び事務フロー・プロセスの効率化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）人的資源制約下の組織態勢の最適化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

中期経営計画の着実な実施に必要な人的資源
制約下の組織態勢最適化の具体的取組の検
討・実施

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①基幹システム刷新等の重点取組課題対応や留学派遣・戦略的出向拡
大等の人的リソース重点配分を行うべく、全行的な視点から複数の組織最適
化策を特定。それら施策の検討と具体化を開始。②審査部参事役の導入及
びユニット数の削減。

H28:①特別業務勘定の創設、出資部門/部（仮称）の新設を踏まえた営業部
門適正化を含む特別業務実施の体制構築及び海外駐在員事務所再編の要
否検討。②審査部審査担当者の減員。審査部参事役体制の最適化・定着化
に向けた更なる体制の整備・改善策の検討。

H29:①出資業務強化に関し、JBIC IG（アドバイザリー会社）を設立し、本行-
JBIC IG間の連携関係及びグループとしての体制を適切に構築。②外部人材
の登用及びCFに係る外部専門家活用を通じた審査体制の強化。

2）IT中期計画の策定及び着実な実施

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

IT中期計画（平成27～32年度）の策定（必要な行
内態勢の確立を含む）及び着実な実施

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:基幹システム刷新等に係る精査・検討プロセスにおけるガバナンス態勢
の適切な運用及び当該精査・検討を踏まえた計画の見直し（秋まで）並びに
計画に基づく施策の実施。

H28:ガバナンス態勢の適切な運用に基づく、特別業務勘定対応等の事情変
更等を踏まえた適時の計画見直し及び計画に基づく基幹システム刷新等の
施策の実施

H29:計画に基づく施策の実施及び企画機能強化等を踏まえた計画の見直し

●中期経営計画の着実な実施に必要な人的資源制約下の組織態勢の最適化

●IT中期計画（平成27～32年度）の策定（必要な行内態勢の確立を含む）及び着実な実施



⑪組織運営及び事務フロー・プロセスの効率化

I．全体指標
（重点取組課題）
3）情報収集・共有・活用・発信機能の強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

本行の組織能力向上に繋がる情報収集・共有・
活用・発信機能の強化のため具体的取組の検
討・実施

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①H29年度末までに情報共有イントラを構築すべく、グランドデザインを
検討・策定し具体化に着手。②H29年度末までに発信力の高い組織を実現す
べく、各部門による情報発信策及び発信ツールの充実化の検討・策定及び
具体化着手。③H29末までに職員全体の審査能力が一層高度なものになる
よう、審査に係る研修やマニュアルの整備、環境社会配慮に関する国際機関
の動向及び各国の政治経済情勢等の変化を取り入れた研修・勉強会等の強
化（通期）。④JBICnet活用による情報共有に係る運用ルール整備の完了及
びパイロット・プロジェクトの立上げによるシステム面の整備。
H28:①グランドデザインの工程表に基づき、営業情報のPDF化及びアップ
ロード並びにシステム追加開発に取り組む。②広報アクションプラン2016を踏
まえ、各部門の情報発信策の具体化及び広報連絡会（仮）の開催等を通じた
発信素材の蓄積・共有を実施。③PF・SF案件に係るマニュアル等の策定・運
用を通じた審査能力の向上。④上記④に関する情報共有施策に係るシステ
ム改修等の実施。
H29:①②H28年度からの取組の継続及び所要の改善。情報共有イントラにつ
いては、利用マニュアルを整備の上、開設。③PF案件の営業・審査マニュア
ルの行内周知、運輸案件需要リスクに係る調査・論点整理の行内共有。行内
外への情報発信・共有（セミナー開催等）。④上記④等システム面の施策の
継続実施。

4）業務の効率性及び顧客利便性向上に繋がる事務フロー・プロセス改善の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

業務効率性、事務リスク低減及び顧客利便性向
上に繋がる具体的取組の検討・実施

ﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ

H27:①業務効率化・顧客利便性向上の意見集約・議論を行うﾌｫｰﾗﾑのあり方
検討・設置。H29末までに実施すべき事務ﾌﾛｰ見直し等の施策の特定。業務
関連事務ﾘｽｸ事象のﾃﾞｰﾀ整備実施、前倒しが必要な対策の検討・実施。②モ
ニタリング手法の高度化。
H28:①職員各層の意見集約、関係部室への確認等を経て施策を特定し、取
組実施。（必要に応じ）施策の改善・追加の検討。業務関連事務ﾘｽｸ事象の
体系的分析及び対応策の検討・実施。②PF・SF案件リスク分析資料の一本
化/IT利活用推進のためのユーザー・ニーズの把握及び最新技術等を踏まえ
た新規施策の検討。
H29:①特定された施策に係る取組実施、組織全体での自律的・継続的な事
務効率化・事務ﾘｽｸ低減・顧客利便性向上の取組の観点からのﾌｫｰﾗﾑのあり
方見直し。IT企画機能強化及びIT利活用を通じた業務フロー見直しの積極的
な提案・実施による、業務効率化・高度化への貢献。②与信先の効率的なモ
ニタリング体制の整備（与信先の信用変動情報の自動取得体制構築等）。

顧客満足度調査による総合満足度、融資等可否
判断時間の満足度

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #DIV/0! #####

●本行の組織能力向上に繋がる情報収集・共有・活用・発信機能の強化

●上記9-1～9-3の課題の下で実施する施策と連携した、業務効率性、事務リスク低減及び顧客利便性向上に繋がる取組の推進



平成29年度営業部門 業務分野別目標（注）

単位：億円(単位未満切捨表示)

資源Ｆ インフラ・環境Ｆ 産業Ｆ EＦ 全行

金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数

H29目標（両勘定計）
①資源全体 3,863 10 0 0 0 0 0 0 3,863 10

重点①-1 2,147 4 0 0 0 0 0 0 2,147 4

重点①-2 660 1 0 0 0 0 0 0 660 1

②インフラ全体 737 4 2,535 9 0 0 0 0 3,272 13

重点②-1 258 2 539 1 0 0 0 0 797 3

重点②-2 300 1 639 4 0 0 0 0 939 5

③産業全体 224 3 95 5 6,421 30 772 5 7,512 43

 　-海外事業展開 5 1 0 0 5,140 27 772 5 5,917 33

 　-輸出取引 218 2 95 5 1,281 3 0 0 1,594 10

重点③-1 0 0 0 0 110 1 607 3 717 4

重点③-2 0 0 0 0 952 1 0 0 952 1

④中堅中小 0 0 0 0 189 80 0 0 189 80

⑤環境 0 0 848 6 0 0 0 0 848 6

⑥特別業務 274 3 50 1 0 0 0 0 324 4

⑦出資 5 1 157 1 0 0 772 5 934 7
（注）上記の金額及び件数については、（１）部門別年間事業計画において対象とならない一部の保証業務等が除外されていること、（２）環境分野など他分野と重複して
計上可能なものがあることから、本行における全ての出融資保証等予定承諾額・件数を表したものではない。



平成29年度出融資保証等承諾目標
単位：億円(単位未満切捨表示)

資源Ｆ インフラ・環境Ｆ 産業Ｆ EＦ 全行

金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数

H29目標（両勘定計） 4,824 19 3,308 22 7,360 118 772 5 16,264 164

【一般業務勘定】 4,550 16 3,258 21 7,360 118 772 5 15,940 160

融資 3,134 13 2,782 17 6,215 103 0 0 12,131 133

保証 1,410 2 319 3 1,145 15 0 0 2,874 20

出資 5 1 157 1 0 0 772 5 934 7

【特別業務勘定】 274 3 50 1 0 0 0 0 324 4

融資 258 2 50 1 0 0 0 0 308 3

保証 16 1 0 0 0 0 0 0 16 1

出資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（参考）H28実績（両勘定計） 3,915 10 6,902 23 11,416 221 162 3 22,397 257

【一般業務勘定】 3,592 8 6,902 23 11,416 221 162 3 22,072 255

融資 2,792 7 5,324 20 10,859 217 0 0 18,975 244

保証 800 1 1,578 3 557 4 0 0 2,935 8

出資 0 0 0 0 0 0 162 3 162 3

【特別業務勘定】 323 2 0 0 0 0 0 0 323 2

融資 323 2 0 0 0 0 0 0 323 2

保証 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0



出融資保証等承諾額推移
単位：億円(単位未満切捨表示)

平成29年度
計画

平成28年度
実績

平成27年度
実績

平成26年度
実績

平成25年度
実績

平成24年度
実績

融資 輸出 2,630 1,750 1,410 4,064 1,262 1,266

船舶 16 105 336 243 347 230

プラント 2,613 1,645 1,073 3,820 915 1,036

輸入 - - 2,523 - 562 3,043

資源 - - 2,523 - 562 3,043

投資 9,700 17,210 18,581 24,510 16,710 31,385

資源 2,437 2,505 2,369 10,591 5,947 17,842

一般 7,263 14,705 16,211 13,919 10,762 13,543

事業開発等金融等 110 337 248 467 460 2,937

小計 12,439 19,299 22,763 29,042 18,996 38,633

保証 2,890 2,935 1,066 3,123 2,091 3,032

出資 934 162 143 328 974 743

合計 16,264 22,397 23,974 32,493 22,061 42,409



①資源分野：我が国企業の資源ビジネスの支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 10件 #####

定性

石油：百万バレル/年

天然ガス：百万トン/年

銅鉱石(銅純分ベース)：千トン/年

鉄鉱石：百万トン/年

石炭：百万トン/年

取組全体指標平均点 #####

（重点取組課題）
1）資源の調達先の分散や安定確保に資する案件の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

先端技術活用プロジェクト・総合的な資源開
発プロジェクトへの対応や、対外交渉力等の
発揮を通じて、出融資保証等承諾を行った
資源プロジェクト数

定量2 4件 #####

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

・サムライ債発行支援を契機とした原油調達多角化・権益取得実現等に向
け、継続協議（墨エネルギー省、PEMEX）。
・本邦企業の鉱物・エネルギー資源権益取得等を目的に資源国や資源メ
ジャー等と継続協議（アブダビ首長国、ADNOC、コデルコ、Vale、Rio Tinto
等）。
・ロシアLNG案件の形成支援（ガスプロム、ノバテック）。
・天然ガス新規需要開拓ビジネスの形成支援（南アジア）。

評価平均点 #####

評価指標

我が国企業による資源権益取得、引取、販売権
取得に資する事業等に対する出融資保証等承
諾案件数

上記承諾案件への取組に係る質的評価

上記の承諾案件による我が国の石油、天然ガ
ス、銅鉱石、鉄鉱石、石炭新規権益取得・引取量

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

●ホスト国政府・国営石油ガス会社・資源メジャー等との交渉力やリスク・コントロール／アロケーションの知見を活用し、資源国のカントリーリスク・テイクを行いつつ、案件形成・実現を支援。また、先端技術を活かした
資源開発や、関連インフラと併せた総合的な資源開発を支援。

h-tsunokake
フリーテキスト
【資源F部門】



2）LNG調達コスト低減に資する案件の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ出融資保証等承
諾を行った、我が国のLNG調達価格低減に
資するLNG関連プロジェクト数

定量2 1件 1

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

・米／Jordan Cove LNG及びLNGカナダ案件につき、タームシート交渉及び融
資交渉を推進する。
・モザンビーク・エリア1LNG案件（大型PF案件）について今年度末までのター
ムシート合意を目指してスポンサーと継続協議。

評価平均点 0.7

重点取組指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・南西アジアの高リスク国において本邦企業が関与するLNG・気化ガス販売やLNG受入基地建設・運営等、LNGの流動性向上に資するガスバリューチェーンに係る取組みにつき、地場金融機関や国際機関とのタ
イアップも含む戦略的な案件形成を実施（格付け次第で特別業務勘定の活用も視野）。
・アフリカのエネルギー・鉱物資源分野における本邦企業のニーズを確認しつつ、政府及び政府機関等との関係を強化することで案件形成を支援。

●LNGについては、上記１）の具体的取組に加え、長期的なLNG調達価格低減に資する案件の形成・実現を支援。



②インフラ分野：我が国企業のインフラ海外展開の多様化・高度化への支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 4件 #####

定性

取組全体指標平均点 #####

（重点取組課題）
1）社会インフラ案件（鉄道、水、情報通信等）への取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ出融資保証等承
諾により支援を行った、社会インフラシステ
ム・プロジェクト数

定量2 2件

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

-

評価平均点

評価指標

我が国企業のインフラ海外展開案件に対する出
融資保証等承諾案件数

上記案件への取組に係る質的評価

●社会インフラセクターにおいて、ホスト国政府等との密接な関係や海外キープレーヤーとの交渉力を活かし、初期段階からの事業参画の枠組み整備・案件形成への関与を進めるとともに、リスク・コントロール／アロ
ケーションの知見や様々な金融ツールを活用することにより、我が国企業によるインフラシステム展開等を支援。



2）電力案件の円滑な実現への取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ、従来の国・地
域、手法の枠を超えて出融資保証等承諾を
行った、高効率発電・再生可能エネルギー発
電等のプロジェクト数

定量2 1件

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

-

評価平均点 0.0

重点取組指標平均点 0.0

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

●ホスト国政府や海外キープレーヤー等に対する影響力やリスク・コントロール／アロケーションの知見、様々な金融ツールを活用し、高効率発電や再生可能エネルギー発電分野等において、従来の国・地域、手法の
枠を超えて、我が国企業の先端技術の海外展開や個別プロジェクト参画を支援。



③産業分野：世界市場における我が国産業の優位性強化・成長機会の拡大に向けた支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 1件 1

定量1 2件 1

定性

取組全体指標平均点 1.0

（注：①②及び④の分野にて計上する案件を除く）

1）我が国の経済基盤を支える各種産業の海外事業展開に対する支援の強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

企業の戦略策定段階からの関与や、海外リ
スクテイクの強化等を通じて、出融資保証等
承諾により支援を行った事業数

定量2 0件 #####

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

-

評価平均点 #####

評価指標

我が国企業による海外事業展開を支援する出融
資保証等承諾案件数

我が国企業による輸出取引に対する出融資保
証等承諾案件数

上記案件への取組に係る質的評価

（重点取組課題）

●企業の戦略策定段階からのコミュニケーションや、海外リスクテイクの強化等を通じ、我が国の経済基盤を支える各種産業の海外事業投資を通じた収益機会の更なる獲得を支援。



2）我が国の競争優位にある技術・ビジネスモデル等の海外展開支援を通じた成長産業化への貢献

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

出融資保証等承諾により支援を行った、将
来の成長産業育成に資する事業数

定量2 0件

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

-

評価平均点

重点取組指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #DIV/0! #####

●我が国企業が有する技術、ブランド、ビジネスモデル等の強みを活かして、海外市場における商業化や市場獲得等を通じて成長産業へと発展する成長シナリオの実現を支援。



⑥特別業務による海外の社会資本整備に関する事業の支援強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）特別業務による海外の社会資本整備に関する事業の支援強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

特別業務による社会資本整備に関する事業に対
する出融資保証等承諾案件数

定量2 3件 #####

上記案件への取組に係る質的評価 定性

取組全体指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

●改正法に基づき2016年10月より新たに開始した「特別業務」を活用し、ホスト国政府との対話等を通じたリスクコントロール及び関係当事者との適切なリスクシェアを行いつつ、更なるリスクテイクを通じ、海外の社会資
本整備に関する事業を一層支援。

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・特別業務勘定を活用した資金供与を通じ、本邦企業の亜国インフラ分野への本格参入を促し、本邦企業のインフラ輸出の実現を支援するもの。
・本邦企業のアフリカインフラ関連輸出について特別業務勘定を活用した案件形成支援の実施。



⑦出資によるリスクマネー供給強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）出資によるリスクマネー供給強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

出資案件の承諾案件数 定量2 1件 1

上記案件への取組に係る質的評価 定性

取組全体指標平均点 1.0

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D 0.7

●2016年10月より新たに設置した「エクイティファイナンス部門」の下、出資業務に係る機能を集約してノウハウ蓄積・専門性強化を図り、戦略的な出資業務展開を可能とするための体制整備を進めつつ、出資を通じたリ
スクマネーの供給を強化



②インフラ分野：我が国企業のインフラ海外展開の多様化・高度化への支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 9件 #####

定性

取組全体指標平均点 #####

（重点取組課題）
1）社会インフラ案件（鉄道、水、情報通信等）への取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ出融資保証等承
諾により支援を行った、社会インフラシステ
ム・プロジェクト数

定量2 1件 #####

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

・各国社会インフラ案件の実現に向け、ホスト国政府や関係機関等への直接
的な働きかけを通じ、上流からの案件形成支援を検討・実施（米・テキサス高
速鉄道案件に係る案件形成審実施とその後のDD着手及び馬星高速鉄道案
件に係るファイナンススキーム構築を含む入札支援実施）。
・３カ国（日本、タイ、緬）政府との連携に基づき、ダウェイＳＰＶの活動を再開
の上、日本企業のニーズ等を踏まえた活動を進める。

評価平均点 #####

評価指標

我が国企業のインフラ海外展開案件に対する出
融資保証等承諾案件数

上記案件への取組に係る質的評価

●社会インフラセクターにおいて、ホスト国政府等との密接な関係や海外キープレーヤーとの交渉力を活かし、初期段階からの事業参画の枠組み整備・案件形成への関与を進めるとともに、リスク・コントロール／アロ
ケーションの知見や様々な金融ツールを活用することにより、我が国企業によるインフラシステム展開等を支援。

h-tsunokake
フリーテキスト
【インフラ・環境F部門】



②インフラ分野：我が国企業のインフラ海外展開の多様化・高度化への支援推進

2）電力案件の円滑な実現への取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ、従来の国・地
域、手法の枠を超えて出融資保証等承諾を
行った、高効率発電・再生可能エネルギー
発電等のプロジェクト数

定量2 4件 #####

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

・緬等特別勘定も想定したｿﾌﾞﾘﾝﾍﾞｰｽの電力案件形成、越における政府保証
のない電力系公社等ﾘｽｸﾍﾞｰｽのB/Cの検討、PLNに対してはｸﾚｼﾞｯﾄﾗｲﾝを設
定し、複数のｶﾞｽ小型発電を島嶼地域にﾊﾟｯｹｰｼﾞで配置することを計画中のと
ころ、同計画への日本企業の参画を支援、泰及びﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞにおけるIGCC導入
に向けての支援、伯におけるｶﾞｽ・ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ・ｻｲｸﾙ発電事業受注支援のため
の初の輸出PF検討。・英国原子力案件における日英政府機関ｻﾎﾟｰﾄの大枠
合意、ﾄﾙｺ原子力案件におけるFS完了支援、政府や関係機関への働きかけ
を通じた入札支援（ｸｳｪｰﾄAZN2 IWPP、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱIPP全般､英国Moray
Firth）、政府や関係機関への働きかけによる案件形成支援（ﾓﾛｯｺ/Taza風力
発電、尼/JAWA1・ﾗﾝﾀｳﾃﾞﾀｯﾌﾟ、ｽﾘﾗﾝｶ/ｹﾗﾜﾗﾋﾟﾃｨﾔ）。

評価平均点 #####

重点取組指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
・原発案件の本格的な審査・承諾を見据え、適切なリスクシェアを含む案件スキームの構築、行内態勢・安全確認分担等を検討。
・新金融メニュー等（現地通貨与信、プロジェクトボンド、イスラム金融、新たな民間資金動員策等）について、対象国・スキームを絞りつつ、具体的な検討・準備を進める。
・アフリカ向けインフラ事業・機器輸出等（海外日系企業からの輸出等を含む）について、貿易金融、ローカルバイクレの活用も含め、候補国・機関を絞って営業活動を推進（国担当部と連携）。

●ホスト国政府や海外キープレーヤー等に対する影響力やリスク・コントロール／アロケーションの知見、様々な金融ツールを活用し、高効率発電や再生可能エネルギー発電分野等において、従来の国・地域、手法の
枠を超えて、我が国企業の先端技術の海外展開や個別プロジェクト参画を支援。



③産業分野：世界市場における我が国産業の優位性強化・成長機会の拡大に向けた支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 #####

定量1 5件 #####

定性

取組全体指標平均点 #####

（注：①②及び④の分野にて計上する案件を除く）

1）我が国の経済基盤を支える各種産業の海外事業展開に対する支援の強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

企業の戦略策定段階からの関与や、海外リ
スクテイクの強化等を通じて、出融資保証等
承諾により支援を行った事業数

定量2 #####

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

PPVへの出資金払込み、事業開始に向け、緬政府との連携に基づき、日本
企業のニーズ等を踏まえた支援を進める。

評価平均点 #####

●企業の戦略策定段階からのコミュニケーションや、海外リスクテイクの強化等を通じ、我が国の経済基盤を支える各種産業の海外事業投資を通じた収益機会の更なる獲得を支援。

評価指標

我が国企業による海外事業展開を支援する出
融資保証等承諾案件数

我が国企業による輸出取引に対する出融資保
証等承諾案件数

上記案件への取組に係る質的評価

（重点取組課題）



③産業分野：世界市場における我が国産業の優位性強化・成長機会の拡大に向けた支援推進

2）我が国の競争優位にある技術・ビジネスモデル等の海外展開支援を通じた成長産業化への貢献

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

出融資保証等承諾により支援を行った、将
来の成長産業育成に資する事業数

定量2

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

評価平均点 0.0

重点取組指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 D #####

●我が国企業が有する技術、ブランド、ビジネスモデル等の強みを活かして、海外市場における商業化や市場獲得等を通じて成長産業へと発展する成長シナリオの実現を支援。



⑤気候変動対策を含む地球環境保全への積極的貢献

I．全体指標
（重点取組課題）
1）気候変動対策を含む地球環境保全に資するプロジェクトへの取組強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

環境関連案件（再生可能エネルギー、省エネル
ギー、高効率発電を含む）に対する出融資保証
等承諾案件数

定量1 6件 #####

上記案件への取組に係る質的評価 定性

新規出融資保証等承諾案件による出融資保証
等の期間における温室効果ガスの排出削減見
込量（CO2換算）

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

0万トン

取組全体指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

●国際的な議論や、我が国やホスト国政府等の当該分野の政策を踏まえ、ホスト国政府に対する影響力やリスク・コントロール／アロケーションの知見を活かしつつ、地球環境保全業務（GREEN）その他様々な金融種類
を活用することにより、気候変動対策を含む地球環境保全分野における我が国企業やホスト国政府等の取組を支援。



⑥特別業務による海外の社会資本整備に関する事業の支援強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）特別業務による海外の社会資本整備に関する事業の支援強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

特別業務による社会資本整備に関する事業に
対する出融資保証等承諾案件数

定量2 1件 #####

上記案件への取組に係る質的評価 定性

取組全体指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

●改正法に基づき2016年10月より新たに開始した「特別業務」を活用し、ホスト国政府との対話等を通じたリスクコントロール及び関係当事者との適切なリスクシェアを行いつつ、更なるリスクテイクを通じ、海外の社会資
本整備に関する事業を一層支援。

【平成30年度以降を見据えた新規性ある案件形成方針】
既に承諾に向けてフォローしている特別業務候補案件への着実な取組みに加え、更なる候補案件発掘のための特別業務タスクフォース（仮称）を早期に立ち上げる。目標対象国（最大５か国程度）及び目標とする
セクター、リスクテイクの内容等を実務的に実現可能な観点から絞り込み（方針設定）、候補案件発掘を効果的に実施。左記方針設定の際は、業務企画室等と協議し、活動状況は定期的に経営層に報告。



⑦出資によるリスクマネー供給強化

I．全体指標
（重点取組課題）
1）出資によるリスクマネー供給強化

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

出資案件の承諾案件数 定量2 1件 #####

上記案件への取組に係る質的評価 定性

取組全体指標平均点 #####

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #VALUE! #####

●2016年10月より新たに設置した「エクイティファイナンス部門」の下、出資業務に係る機能を集約してノウハウ蓄積・専門性強化を図り、戦略的な出資業務展開を可能とするための体制整備を進めつつ、出資を通じたリ
スクマネーの供給を強化



①資源分野：我が国企業の資源ビジネスの支援推進

I．全体指標
種類 目標値 通期達成状況 評価点

定量1 0件

定性

石油：百万バレル/年

天然ガス：百万トン/年

銅鉱石(銅純分ベース)：千トン/年

鉄鉱石：百万トン/年

石炭：百万トン/年

取組全体指標平均点 #####

（重点取組課題）
1）資源の調達先の分散や安定確保に資する案件の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

先端技術活用プロジェクト・総合的な資源開
発プロジェクトへの対応や、対外交渉力等の
発揮を通じて、出融資保証等承諾を行った
資源プロジェクト数

定量2 0件

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

海洋資源開発にかかるFPSO等の船舶運航事業に係る技術・経営ノウハウの
獲得・向上を通じて資源の確保や安定供給に間接的に寄与する案件として、
FPSO案件、FSRU案件等の案件形成支援を実施。

評価平均点 0.0

評価指標

我が国企業による資源権益取得、引取、販売権
取得に資する事業等に対する出融資保証等承
諾案件数

上記承諾案件への取組に係る質的評価

上記の承諾案件による我が国の石油、天然ガ
ス、銅鉱石、鉄鉱石、石炭新規権益取得・引取量

ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ

●ホスト国政府・国営石油ガス会社・資源メジャー等との交渉力やリスク・コントロール／アロケーションの知見を活用し、資源国のカントリーリスク・テイクを行いつつ、案件形成・実現を支援。また、先端技術を活かした
資源開発や、関連インフラと併せた総合的な資源開発を支援。

h-tsunokake
フリーテキスト
【産業F部門】



2）LNG調達コスト低減に資する案件の推進

評価指標 種類 目標値 通期達成状況 評価点

対外交渉力等を発揮しつつ出融資保証等承
諾を行った、我が国のLNG調達価格低減に
資するLNG関連プロジェクト数

定量2 0件

上記の重点取組課題に関する取組のうち、
当該年度に承諾を予定しない中長期的な案
件形成の取組や当該年度に承諾に至らな
かった案件への取組

定性

評価平均点

重点取組指標平均点 0.0

II．上記以外の取組実績の質に係る定性評価

III．本分野での取組実績に係る総合評価 #DIV/0! #####

●LNGについては、上記１）の具体的取組に加え、長期的なLNG調達価格低減に資する案件の形成・実現を支援。




